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　１．目　的　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

共同研究は、民間企業等が下水汚泥リサイクルの技術開発及び実用化を目的とした実験研究を、下水道管理者である大阪府と共同で実施することにより、より効率的な技術開発及び実用化に資するものであり、産業廃棄物である下水汚泥の有効利用方策における、官・民が協力した本格的なリサイクル事業実施に寄与することを目的とするものである。

本要領書は共同研究の実施に際し必要な事項を記載するものである。

　２．事務の流れ

１）．共同研究の相手方の選定
相手方の募集 （掲示広告）・・・・・【大阪府】

応募及び計画書の提出・・・・・・・【応募者→大阪府】

計画書の審査、相手方の選定・・・・【大阪府】

↓

２）．協定書の締結
相手方への通知・・・・・・・・・・【大阪府→選定者】

協定書の作成、協定書の締結・・・・【大阪府←→共同研究者】

↓

３）．共同研究の開始 ・・・・・・・・・・【大阪府←→共同研究者】

↓

４）．共同研究の終了
報告書の提出・・・・・・・・・・・【共同研究者→大阪府】

　

　３．選定フロー














　５．基本的事項　　　　　　　　　　　　　　　　

１)．
府は共同研究に要する下水汚泥を無償で供給し、研究に積極的に協力する。
２)．
府の供給する下水汚泥は、原則として、脱水ケーキ又は焼却灰又は溶融スラグとする。

３)．
共同研究の研究場所は、原則として、応募者所有の工場等とし、研究に係る費用は原則として全て応募者負担とする。

４)．
応募者は応募時に共同研究計画書を、共同研究完了時に共同研究報告書を提出することとする。また共同研究の各段階で必要に応じて中間報告を行い、共同研究上の課題について府と協議を行うこととする。

５)．
共同研究期間は１～３年を目途とする。

　６．審査の基準　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１)．
大阪府が提示したテーマに見合った共同研究内容であること。
２)．
大阪府の下水道事業に対して有益性、有効性が認められること。

３)．
共同研究内容の類似研究の実績があること。

４)．
共同研究に専従組織が確立されていること。
　７．共同研究協定書（別添資料１）　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　別紙のとおりとする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　８．共同研究仕様書（別添資料２）　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　別紙のとおりとする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　９．共同研究計画書（別添資料３）　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　共同研究計画書には以下の事項を明記するものとする。　　　　　　　　　

１．
共同研究のテーマ

２．
共同研究の目的

３．
共同研究の内容

４．
共同研究の実施期間

５．
共同研究の手順

６．
共同研究の実施箇所

７．
共同研究の組織体制

８．
共同研究の発展性

９．
共同研究の類似研究の実績

１０．
会社概要

１１．
その他必要と思われる資料

１２．
この共同研究に対する意見希望等

１３．
共同研究計画書で用いた語句説明

　１０．共同研究報告書（別添資料４）　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　共同研究報告書には以下の事項を明記するものとする。　　　　　　　　　

１．
共同研究のテーマ

２．
共同研究の目的

３．
共同研究の内容
４．共同研究の実施期間

５．用途内訳表

６．
共同研究の実施箇所
７．成果品の利用方法及び利用先

８．共同研究の結果
９．
各種工程写真

１０．各種試験データ

１１．その他意見・希望等

　

　１１．試験研究計画書（別添資料５）

試料が廃棄物の時（汚泥・灰の場合）には、管轄する産業廃棄物部局あてに「試験研究計画書」を届出る必要がある。
大阪府内では、試料採取場所と試験研究場所のいずれかが大阪市・堺市・高槻市・東大阪市以外の場合は、以下の事項を記載の上、大阪府環境農林水産部環境管理室事業所指導課あて届出る。上記４市に該当する場合は、該当する市の産業廃棄物部局への届出が必要となり、府へはその写しを提出する。また、試験研究場所が他の都道府県の場合には、管轄する産業廃棄物部局あて届出も必要となる（県へ提出するか、市へ提出するかはその県の産業廃棄物部局へ問い合わせること）。なお、産業廃棄物部局が受理した写しを下水道室長あてに１部提出するものとする。
１．
試験研究のテーマ

２．
試験研究の目的
３．
試験研究の内容

４．
試験研究の実施期間

５．
使用する廃棄物・量
６．
試験研究の実施箇所
７．
成果品の利用方法及び利用先

８．
環境保全対策

９．協定書（写）

　１２．試験研究報告書（別添資料６）　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　上記１１．の該当地域により、同様に提出先が異なる。

府へ提出する試験研究報告書には以下の事項を明記するものとする。　　　　　　　　　

１．試験研究のテーマ

２．試験研究の目的

３．試験研究の内容

４．試験研究の実施期間
５．使用した廃棄物・量
６．試験研究の実施箇所
７．成果品の利用方法及び利用先

８．試験研究の結果

９．各種工程写真

１０．各種試験データ

〔資料１〕共同研究協定書

	***に関する共同研究協定書


　大阪府（以下「甲」という。）と＊＊＊（以下「乙」という。）とは、＊＊＊に関する共同研究（以下「共同研究」という。）について、次のとおり協定を締結する。

（共同研究の実施計画）

第1条 　甲及び乙が実施する共同研究は次のとおりとする。

　　（１）　研究課題　　＊＊＊に関する共同研究

　　（２）　研究目的　　＊＊＊

　　（３）　研究内容　　別添「共同研究仕様書」のとおり

　　（共同研究の実施期間）　

第2条 　共同研究の実施期間は平成○○年○○月○○日から平成○○日までとする。
○○月○○年
　　（実施計画の変更）　

第3条 　甲及び乙は、第１条に規定する実施計画の内容を変更しようとするときは、甲乙協議の上、これを定めるものとする。

　　（水みらいセンター用地の使用）

第4条 　甲は、共同研究の目的で水みらいセンター用地を乙に使用させることができる。

　　（共同研究の業務分担）　

第5条 　甲及び乙は、別添「共同研究仕様書」に従って、共同研究の業務を行わなければならない。

　　（費用負担）

第6条 　共同研究に要する費用は、原則として乙の負担とする。

　　（共同研究の中止）　

第7条 　甲又は乙は、共同研究の実施期間中において業務の都合上、又は天変地異その他やむを得ない理由を生じた場合は、甲乙協議の上、共同研究を中止することができる。

　　（共同研究の管理）　

第8条 　共同研究は、甲が下水道管理者として総括的に管理する。

　　（産業財産権の取扱い）　

第9条 　共同研究で得られた産業財産権については、下記の定めるところによる。

　　　（１）　産業財産権は甲乙の共有とし、その持分は、甲乙協議の上、これを定めるものとする。ただし、甲乙が互いに同意した場合は、甲乙以外の者が共有者となることができるものとする。

（２）　産業財産権の出願及び維持保全の手続きは乙が行い、その費用は乙が負担する。

（３）　産業財産権に関して、第三者との間に紛争が起きた場合は、甲乙相互に協力してこれに対処するものとする。

（４）　産業財産権に関して、甲又は乙が特許発明、登録実用新案、及び登録意匠の実施をするとき、並びに商標の使用をするときは、あらかじめ相互の同意を得るものとする。また、甲乙以外のものに実施許諾する場合も同様とする。

（５）　産業財産権に関して、この協定に定めのない事項については、甲乙協議の上、これを定めるものとする。

　　（共同研究の成果等の取扱い）　

第10条 　甲又は乙は、共同研究の成果等を甲乙以外の者に公表するときは、あらかじめ相互の同意を得るものとする。

　　（秘密の保持）　

第11条 　甲及び乙は、前条の規定により公表するものを除き、共同研究の実施の過程で知り得た秘密を、甲乙以外の者に漏らしてはならない。なお、本条は、共同研究終了後も３年間有効とする。

　　（連絡及び調整）　

第12条 　甲及び乙は、この協定に基づく共同研究を円滑に行うために、随時連絡及び調整を行うものとする。

　　（協議）　

第13条 　この協定に定めのない事項又はこの協定に関して疑義が生じたときは、甲乙協議の上、これを定めるものとする。

この協定の締結を証するため、甲乙記名押印の上、各１通を保有する。

平成○○月○○日
○○年
　　　　　　　　　　　　　　　　　　甲　住所　大阪市中央区大手前２丁目

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名称　大阪府

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者　知事　＊＊　＊＊　　　　公印
　　　　　　　　　　　　　　　　　　乙　住所　＊＊＊

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名称　□,印)＊＊＊　　　　　　　　　　 eq \o\ac(◯,印)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者　＊＊＊

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

〔資料２〕共同研究仕様書　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	＊＊＊に関する共同研究仕様書


　第１章　総則　

　　１．　本共同研究仕様書（以下「仕様書」）は、大阪府（以下「甲」という。）と＊＊＊に関する共同研究協定書（以下「協定書」）という。）の第１条第３号及び第５条に関して、一般的な必要事項を示すものであり、共同研究はこの仕様書の示すところによって実施するものとする。
＊＊＊（以下「乙」という。）の間で取り交わした平成○○年○○月○○日付
　　２．　乙は、共同研究期間中、関係官公庁への手続等が生じた場合は、事前に甲に報告しなければならない。

　　３．　乙は、共同研究を遂行するにあたり、共同研究に関連する各種法令を守らなければならない。

　　４．　乙は、共同研究の趣旨を理解し、研究完了時に共同研究の成果を報告書にして、甲に提出しなければならない。なお、報告書の部数は３部とし、様式は甲の指定する様式とする。

　　　　　また研究の各段階で、必要に応じて中間報告を行うこととする。

　第２章　共同研究の内容　

　　１．　甲及び乙は、次の箇所で共同研究を実施する。

　　　　　　所在地　＊＊＊

　　　　　　所有者　＊＊＊

　　２．　甲及び乙が行う共同研究の内容は、以下のとおりとする。

　　　　　　＊＊＊

　第３章　共同研究の業務分担　

　　１．　甲は乙に対し、共同研究に必要な下水汚泥を原則、無償で支給するものとする。

　　２．　甲が乙に供給する下水汚泥の供給水みらいセンター及び供給量は、甲乙協議の上別途定めるものとする。

　第４章　連絡・調整　

　　１．　甲及び乙は、共同研究を円滑に行うために、随時連絡及び調整を行う。

　　２．　乙は、事故が発生したときは、直ちに必要な措置を講じるとともに、事故の原因、経過、被害内容等について、速やかに甲に報告しなければならない。

　第５章　その他　

　　１．　　仕様書の定める事項について疑義が生じた場合、及び共同研究の細目については、甲乙協議のうえ定めるものとする。また、仕様書に示されていない事項について、共同研究の性質上必要な調査等を行う場合も同様とする。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

〔資料３〕共同研究計画書　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　大阪府都市整備部下水道室長　様

『　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　』

に関する共同研究計画書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　法人名等　＊＊＊　　　　　　　　 eq \o\ac(□,印)　 eq \o\ac(◯,印)　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

    　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代 表 者　＊＊＊　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　所　＊＊＊　　　　　　　　　　　

　１．共同研究のテーマ  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　当方が設定した『「下水汚泥の有効利用」に関する共同研究』に沿って、独自に設定したテーマを記入してください。
　　２．共同研究の目的  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　３．共同研究の内容  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　大阪府が提示したテーマに提案する研究内容を記載してください。なお、応募者が独自に提案する研究内容がある場合は、併せて記載してください。

　　　　また、研究に必要な汚泥の形態・量等もこの中で記載してください。

　　４．共同研究の実施期間 

平成○○年○○月○○日～平成○○年○○月○○日
  　５．共同研究の手順

提案の共同研究実施期間内で研究が確実に終了するための手順を、フロー図等で明示してください。また汚泥の流れも記載してください。　　　　　　　　　

　６．共同研究の実施箇所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　共同研究実施施設の所在地、所有者、連絡先等を記載してください。　

　　７．共同研究の組織体制  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　８．共同研究の発展性  

実行可能性など会計計算書類を基に検討してください。

　　９．共同研究の類似研究の実績　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　１０．会社概要　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　１１．その他必要と思われる資料　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　１２．この共同研究に対する意見・希望等     　　　　　　　　　　　

１３．共同研究計画書で用いた語句説明

専門用語をわかりやすく説明してください。

〔資料４〕共同研究報告書

　　大阪府都市整備部下水道室長　様
『　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　』

に関する共同研究報告書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　法人名等　＊＊＊　　　　　　　　 eq \o\ac(□,印)　 eq \o\ac(◯,印)　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

    　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代 表 者　＊＊＊　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　所　＊＊＊　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　１．共同研究のテーマ  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　資料３に準じてください。
　　２．共同研究の目的 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　資料３に準じてください。
　　３．共同研究の内容　　　

資料３に準じてください（ただし、研究で用いた汚泥の形態・量などはここで記載する必要はありません。５で記載してください。）。

　　４．共同研究の実施期間

契約期間：
平成○○年○○月○○日～平成○○年○○月○○日
研究実験期間：
平成○○年○○月○○日～平成○○年○○月○○日
　　５．用途内訳表　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　持ち帰った汚泥量および使用した汚泥量とその用途内訳を汚泥形態別に記載してください。　　

表 1　用途内訳表（例）

	形態
	使用量／採取量
	採取日
	水みらいセンター名
	利用用途

	下水汚泥焼却灰

（高分子系・湿灰）
	○ｔ／○ｔ
	平成○年○月○日
	○○流域下水道

○○水みらいセンター
	○○試料

	下水汚泥焼却灰

（石灰系・乾灰）
	○ｔ／○ｔ
	平成○年○月○日
	○○流域下水道

○○水みらいセンター
	○○試験

	汚泥

（活性汚泥）
	○ｍ３／○ｍ３
	平成○年○月○日
	○○流域下水道

○○水みらいセンター
	○○方法


· 余った場合はその処理方法について記載してください。

　６．共同研究の実施箇所

資料３に準じてください。

　　７．発生品・残渣物の処分方法
　　８．共同研究の結果　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

技術的な内容、会計計算書類に基づいた実行可能性等についての内容を記載してください。

　　９．各種工程写真  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　１０．各種試験データ  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　１１．その他意見・希望等　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

〔資料５〕試験研究計画書　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　大阪府環境農林水産部
環境管理室事業所指導課長　様
『　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　』

に関する試験研究計画書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　法人名等　＊＊＊　　　　　　　　 eq \o\ac(□,印)　 eq \o\ac(◯,印)　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

    　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代 表 者　＊＊＊　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　所　＊＊＊　　　　　　　　　　　

1． 試験研究のテーマ

2． 試験研究の目的

文頭に、大阪府との共同研究であり、大阪府の水みらいセンターから汚泥等を無償で提供を受ける旨記載してください。
３．試験研究の内容

大阪府が提示したテーマに提案する研究内容を記載してください。また、具体的な実験施設の概要も併せて記載してください（出来れば参考図をつけてください）。
4． 試験研究の実施期間

契約期間：
平成○○年○○月○○日～平成○○年○○月○○日

研究実験期間：
平成○○年○○月○○日～平成○○年○○月○○日
5． 使用する廃棄物・量
表 2　使用廃棄物（例）

	形態
	量
	水みらいセンター名
	運搬方法

	下水汚泥焼却灰

（高分子系・湿灰）
	○ｔ
	○○流域下水道

○○水みらいセンター（○○市）
	自家運搬　または

他社運搬　の別を記載

	下水汚泥焼却灰

（石灰系・乾灰）
	○ｔ
	○○流域下水道

○○水みらいセンター（○○市）
	自家運搬　または

他社運搬　の別を記載

	汚泥

（活性汚泥）
	○ｍ３
	○○流域下水道

○○水みらいセンター（○○市）
	自家運搬　または

他社運搬　の別を記載






廃棄物の輸送ルート図添付。





他社運搬の場合は許可証等添付。

　６．試験研究の実施箇所
試験研究実施施設の名称、所在地、所有者名、連絡先等を記載してください。
　　７．発生品・残渣物の処分方法
　　
８．環境保全対策

飛散防止対策、排ガス対策、排水対策、振動騒音対策、悪臭対策を記載してください。
水みらいセンターから実験場までの輸送に関する対策、及び実験プラントに関する対策について記載してください。
　　９．協定書（写）
〔資料６〕試験研究報告書　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　大阪府環境農林水産部
環境管理室事業所指導課長  様　　　　
『　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　』

に関する試験研究報告書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　法人名等　＊＊＊　　　　　　　　 eq \o\ac(□,印)　 eq \o\ac(◯,印)　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

    　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代 表 者　＊＊＊　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　所　＊＊＊　　　　　　　　　　　

　１．試験研究のテーマ
　　２．試験研究の目的

資料５に準じてください。
　　３．試験研究の内容

資料５に準じてください。
　　４．試験研究の実施期間

資料５に準じてください。
５．使用した廃棄物・量
表 3　使用済廃棄物（例）

	形態
	使用量／採取量
	採取日
	水みらいセンター
	利用用途

	下水汚泥焼却灰

（高分子系・湿灰）
	○ｔ／○ｔ
	平成○年○月○日
	○流域下水道

○水みらいセンター
	○○試料

	下水汚泥焼却灰

（石灰系・乾灰）
	○ｔ／○ｔ
	平成○年○月○日
	○流域下水道

○水みらいセンター
	○○試験

	汚泥

（活性汚泥）
	○ｍ３／○ｍ３
	平成○年○月○日
	○流域下水道

○水みらいセンター
	○○方法


· 余った場合はその処理方法について記載の上、処理証明を添付。
　６．試験研究の実施箇所
資料５に準じてください。
　　７．発生品・残渣物の処分方法
８．試験研究の結果
　　９．各種工程写真

１０．各種試験データ

【参考資料】　処理方式、焼却炉等形式及び関連市町村（大阪府流域下水道）

表 4　処理方式

	流域
	水みらいセンター（所在地）
	処理方式

	猪名川
	原田水みらいセンター（豊中市）
	標準活性汚泥法、嫌気・無酸素・好気法
凝集剤併用ステップ流入式多段消化脱窒法、急速濾過

	安威川
	中央水みらいセンター（茨木市）
	標準活性汚泥法、嫌気・無酸素・好気法、急速濾過

	淀川右岸
	高槻水みらいセンター（高槻市）
	標準活性汚泥法、凝集剤併用ステップ流入式多段消化脱窒法、急速濾過

	淀川左岸
	渚水みらいセンター　（枚方市）
	標準活性汚泥法、嫌気・無酸素・好気法、急速濾過

	寝屋川
	鴻池水みらいセンター（東大阪市）
	標準活性汚泥法、嫌気・好気法、急速濾過

	
	川俣水みらいセンター（東大阪市）
	ステップエアレーション法、急速濾過

	大和川下流
	今池水みらいセンター（松原市）
	標準活性汚泥法、嫌気・無酸素・好気法、急速濾過

	
	大井水みらいセンター（藤井寺市）
	嫌気・無酸素・好気法、急速濾過

	
	狭山水みらいセンター（大阪狭山市）
	標準活性汚泥法、嫌気・無酸素・好気法、急速濾過

	南大阪湾岸
	北部水みらいセンター（忠岡町）
	標準活性汚泥法、凝集剤併用型循環式硝化脱膣法、急速濾過

	
	中部水みらいセンター（貝塚市）
	嫌気・無酸素・好気法、急速濾過

	
	南部水みらいセンター（泉南市）
	嫌気・無酸素・好気法、急速濾過


表 5　焼却炉形式

	流域
	水みらいセンター
	焼却炉等形式（定格）*基数

	猪名川
	原田水みらいセンター
	流動焼却炉(50t/d*2)、立形多段炉(100t/d*1)

	安威川
	中央水みらいセンター
	ｺｰｸｽﾍﾞｯﾄﾞ溶融炉(70t/d*1、80 t/d *1、110t/d*2)

	淀川右岸
	高槻水みらいセンター
	流動焼却炉(90t/d*2)、灰溶融炉(4t/d*2)

	淀川左岸
	渚水みらいセンター
	ｺｰｸｽﾍﾞｯﾄﾞ溶融炉(10dst/d*2、15dst/d*1)

	寝屋川
	鴻池水みらいセンター
	流動焼却炉(130t/d*2、100 t/d*1)

	
	川俣水みらいセンター
	流動焼却炉(90t/d*3)

	大和川下流
	今池水みらいセンター
	流動焼却炉(85t/d*1、90t/d *1)

	
	大井水みらいセンター
	流動焼却炉(65t/d*1)

	
	狭山水みらいセンター
	流動焼却炉(45t/d*1、70t/d*1)

	南大阪湾岸
	北部水みらいセンター
（大阪南下水汚泥
広域処理場）
	表面溶融炉(25dst/d*1、35dst/d*1)
流動焼却炉(35dst/d*1)


表 6　関連市町村

	流域
	水みらいセンター
	関連市町村

	猪名川
	原田水みらいセンター
	豊中市、池田市、箕面市、豊能町、伊丹市、川西市、宝塚市、猪名川町、尼崎市

	安威川
	中央水みらいセンター
	茨木市、吹田市、高槻市、摂津市、箕面市、豊中市

	淀川右岸
	高槻水みらいセンター
	高槻市、茨木市、島本町

	淀川左岸
	渚水みらいセンター
	枚方市、交野市、八幡市

	寝屋川
	鴻池水みらいセンター
	大阪市、守口市、門真市、寝屋川市、枚方市、東大阪市、大東市、四條畷市、交野市

	
	川俣水みらいセンター
	大阪市、東大阪市、大東市、八尾市、柏原市、藤井寺市

	大和川下流
	今池水みらいセンター
	大阪市、堺市、富田林市、松原市、羽曳野市、八尾市、藤井寺市、大阪狭山市

	
	大井水みらいセンター
	富田林市、柏原市、羽曳野市、藤井寺市、八尾市、堺市、河南町、太子町、千早赤坂村

	
	狭山水みらいセンター
	富田林市、河内長野市、大阪狭山市

	南大阪湾岸
	北部水みらいセンター
	堺市、泉大津市、和泉市、高石市、岸和田市、貝塚市、忠岡町

	
	中部水みらいセンター
	岸和田市、貝塚市、泉佐野市、泉南市、熊取町、田尻町

	
	南部水みらいセンター
	泉佐野市、泉南市、阪南市、岬町
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